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【C.試行的事業一覧】

２．各自治体における取組概要｜愛媛県（３／４）

７.次年度以降に向けた事業等の案
※PDCAサイクルに照らして次年度以降に取り組んでいく事業イメージ（あれば）を例挙

• 連携プラットフォーム（地域の支援リソースリスト）の拡充を図るとともに、プラットフォームを活用しながら、官民が連携し
て、当事者に対するきめ細かな支援を行っていく

• 地域の支援団体の活動をサポートするため、引き続き、支援活動に対する財政支援を検討する

８.孤独・孤立対策を公表した際の反響

• 24時間対応の相談窓口を設置した際は、マスコミにも好意的に取り上げ
られ、県民から多くの相談が寄せられた

6．本年度に取り組む試行的事業の概要

試行的事業の
ポイント・工夫

○広域自治体として、全県にて孤独・孤立に取組を推進する意思宣言

○政策検討に必要な実態の把握と、支援提供に必要な基礎自治体と地域の支援団体の巻き

込み

事業名称 事業内容 目的／期待効果・KPI 実施時期 発注先（予算）

1
地域の実態把
握調査

【調査対象及び調査対象者数】
• 満16歳以上の個人
• 3地域（東予・中予・南予）×年代の割付が実際の愛媛県の人口分布

と比例するように回収数を調整（計2,000程度の想定）
【調査事項】
• 孤独に関する事項、孤立に関する事項、その他関連事項、属性事項
【設問数】
• 国調査に準じた設問（27問）＋本県独自の設問（3問）
※設問の内容については、地方版プラットフォームの構成団体の意見も踏まえて設定
※先行していた鳥取県での議論も参考に追加の調査項目を設定

【調査方法】
• WEB形式で回答

• 全国版調査結果と比較した愛媛県における孤独・
孤立調査における実態比較の把握

• 愛媛県独自に調査する、「孤独・孤立の具体的な
お困りごと」「孤独・孤立が解消したきっかけ」につい
ても把握

✓ 11月：調査方針、体制の検討
✓ 12月：調査設計、手続き
✓ 1月：実査、集計、分析

SRC（400万
円）

成果検証項目 ➢孤独感があると回答した人の割
合は7.5％で県の方が全国より
もやや上回る

➢UCLA尺度では合計スコアが
「10～12点」で県の方が全国よ
りもやや上回る

2
孤独孤立の認
知向上（シン
ポジウム）

【業務内容】
• シンポジウムの開催(2/22)（150分）
【対象】
• メインターゲット：県民 / サブターゲット：基礎自治体、支援団体
【次第】
• 愛媛県の取組状況（実態調査結果）：県保健福祉課
• 政府の問題意識・取組内容の紹介：大西参与
• パネルディスカッション
テーマ…「声をあげやすい社会、声をかけやすい社会、

多様な主体が関わり合い、支え合う社会の実現」
・登壇者：大西参与、宇和島市高齢者福祉課(自治体代表)、

西条市市民活動支援センター(中間支援組織代表)、
NPO法人うわじまグランマ(支援団体代表)

• 孤独・孤立に関する認知度・理解度の向上
• 孤独・孤立に支援を提供できる団体の掘り起こし・

巻き込み
• 愛媛県として本格的に本テーマに取組む旨の宣言

✓ 12月：開催方針の検討、委託
先の調整、日程・会場調整

✓ 1月：広報
✓ 2月：開催、事後アンケート分析

エス・ピー・シー
（500万円）

成果検証項目 ➢シンポジウム参加者数
・参加方法：オンライン40名、

対面40名
・参加者属性：個人40名、支

援団体40名
➢リソースリストへの登録団体の数
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【D.留意点】

２．各自治体における取組概要｜愛媛県（４／４）

(ア)

初期段階

(イ)

準備段階

(ウ)

設立段階

➢ 令和3年度、電話による24時間体制の総合相
談窓口を設置し、寄せられる相談内容を集約。

➢ 令和4年度、県内に居住する個人を対象に孤
独・孤立に関わる実態把握調査をwebアン
ケートにて実施し、地域の現状を把握。

②地域の現状把握

➢ 令和4年度から、包括的地域福祉を推進するため、
行政や社協、NPO等の多様な主体が参画する
「包括的地域福祉推進ネットワーク会議」を設置。

➢ 本会議のメンバーを主要としつつ、会議体は新規
に設立。これにより、関係者間での意識醸成を
より強化することを意図した。

③連携PFの運営形態の検討

① 連携PFが担うべき機能の検討

➢ 「連携PF代表者会議」という定例会議を定期的に開催。

➢ 会議立ち上げ初期は、孤独・孤立対策の必要性や、それに基づいた地域連携
PFの運営方針について、参画メンバーと議論・検討。

① 連携PF内での連携・協業

➢ 「ひとりじゃないよ！愛媛県」として、孤独・孤立対策相談窓口兼支援情報
サイトをリニューアル。サイトは、テレビCMや新聞などを通じて、告知。

➢ 立ち上げに際し、「ひとりじゃないよ！えひめシンポジウム」を開催し、域内に
県の取組状況の情報発信と、それに伴う域内住民や関係団体内での意識醸
成を行った。

② 域内住民・関係団体への情報発信

➢ 孤独・孤立対策では、その背景にある個別課題へ複合的に対処していくことが求められる。対応可能な個別課題を拡充していくためにも、庁内他部署や支援団体との連
携強化の必要性が高い。構築されたネットワークは、「リソースリスト」の拡充にも繋がる。

➢ 多くの支援団体は、「孤独・孤立対策」を目的として実施しておらず、背景にある様々な個別課題(生活困窮、ひきこもり等)に対して活動を行っていると認識。PF
メンバーには従来どおり、個別課題に対する支援活動に集中してもらいつつ、行政や中間支援組織が俯瞰的に孤独・孤立対策の全体像を把握し、上手くマネ
ジメントする関係性を目指す。

③ 優先的に取り組む課題・今後の方針

➢ 令和3年度、コロナ対策の一環としては、県民環
境部(主に人権対策等を所管)が孤独・孤立対策
を推進。

➢ 令和4年度から、孤独・孤立問題はコロナ対策の
ような一過性の問題ではなく平時の取組とす
べきと判断し、保健福祉部が所管。

①主担当部署の設定

➢ 孤独・孤立対策の背景にある個別問題（生活困窮、ひきこもり、障がい
等）を包括的に対処していくためには、保健福祉部外の部署との連携も
必須。

➢ 今後は、実態調査結果や具体的な現場課題を踏まえ、他部署との連携強化
を進めていく方針。

② 連携PF参加者の検討

➢ 「包括的地域福祉推進ネットワーク会議」の参画メンバーが連携PF代表者会
議の参加者。

➢ 新たなメンバーとして、各地域(東・中・南予)の代表的な中間支援組織に
参画してもらった。孤独・孤立問題は、背景にある個別課題へ複合的に対処
していくことが求められることから、中間支援組織が間に入り、個別課題と複合
課題を両睨みで並行して対処することが重要。

外
部
団
体

庁
内

➢ 孤独・孤立対策は令和3年度からの取組であり、地域の現状課題やそれに基
づいた支援方策の方針は明確に定められていなかった。

➢ そのため、連携PF代表者会議では、行政と関係団体が定期的に情報共
有・意見交換を行うことで具体ニーズ等をリアルタイムで把握し、支援政
策の方向性を関係団体と共に検討していく場にすることとした。

➢ 定期的に開催される代表者会議のアジェンダは、愛媛県全域における孤独・孤
立に係る課題・取組みの情報共有、政策方針の検討、が主である。

➢ 加えて、連携PFの機能として、県内に存在する孤独・孤立に係る支援団体
を可能な限り包括的に把握し、「リソースリスト」を整理することとした。要支
援者や現場で支援ニーズを受けた組織が「リソースリスト」を活用して、支援団体
をスムーズに照会できる仕組み整備を目指す。

機
能
・
施
策

運
営
方
針
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１ プラットフォーム形成前の鎌倉市の取組や課題 鎌 倉 市
▍孤独・孤立に関連するこれまでの取組
• 「鎌倉市共生社会の実現を目指す条例」に基づき、「くらしと福祉の相

談窓口」の開設、重層的支援体制整備事業、ひきこもり地域支援セン
ターの開設に向けた取組、鎌倉版フォルケホイスコーレ事業等、福祉分
野に横軸を通し、孤独・孤立を含めた個人の課題及び地域の居場所づ
くり等を通じた地域の課題解決の取組を開始。

• 支援が必要な人のケアを家族で抱え込みがちなことが、社会的孤立の
背景のひとつにあると考え、ケアラーの支援に関する施策の基本となる事
項を定めた「（仮）鎌倉市ケアラー支援条例」の制定に向け検討中。

地域
共生

• 鎌倉市共生社会の実現を目指す条例（2019年制定）
• くらしと福祉の相談窓口（2020年開始）
• 重層的支援体制整備事業（2022年開始）
• 鎌倉版フォルケホイスコーレ事業（2022年開始）※

ひきこもり
• ひきこもり支援員の配置
• ひきこもりの居場所の開設
• ひきこもり地域支援センターの検討

ケアラー • 鎌倉市ケアラー支援庁内検討委員会の設置
• 「（仮）鎌倉市ケアラー支援条例」の策定に向けた検討

【鎌倉市がこれまで実施してきた関連する取組の一部】

① 「孤独・孤立対策」は、困難・生きづらさの多様性や複雑性を受
け止める地域づくりに資する

▍孤独・孤立対策に取組むきっかけ

• 鎌倉市は重層的支援体制整備事業に取組み、市民からの属性を問わない
相談支援に向けて、多機関連携による相談体制等を構築してきた。

• 相談体制を市民に対する「入口」とすると、世代や属性を超えて交流できる場
や、社会とのつながりのマッチング機能といった、市民生活に近い場所での、市
民活動団体や事業者の自由な発想による様々な取組の裾野が広がり、市民
の受け皿となっていくことが「出口」になると考えられる。

• 現に、鎌倉版フォルケホイスコーレ事業では、参加後に「出口」となり得る取組に
着手する市民も現れ、地域での社会的処方の拡がりが見られている。

• さらなる展開のためには、重層的支援体制の中では連携が難しかった、例えば
環境分野や防災分野といった取組を行う市民や市民活動団体との連携、重
層事業者との委託関係を超えた連携が重要であり、誰にでも起こりえる「孤独・
孤立」をキーワードにすることで、それを推進することができると考えた。

▍PF形成の検討プロセスにおける庁内体制（当時）

検討・意
思決定
体制

地域共生社会の推進・ケアラー支援を所管する共生共創部
地域共生課、ひきこもり支援を所管する健康福祉部生活福
祉課が中心となり、ケアラー支援庁内検討委員会やひきこもり
に関する連絡会などにおいて、市民の孤独・孤立の課題に対し、
各所管課業務で関わっていくことの必要性について意識形成を
図り、各業務に落としこむなど、既存の庁内組織を巻き込みな
がらPFのあり方を検討。

②「孤独・孤立対策」は、様々な活動を行う既存の市民活動団
体・事業者と連携するための新たな切り口となる
• 鎌倉市では、市民活動が盛んな土地柄を背景に、複合型福祉拠点「みちテラ

ス」、鎌倉海藻ポーク（障害者、高齢者、漁協が餌づくりに参加・協力）の担
い手といった市民や市民活動団体、事業者による孤独・孤立を含めた社会課
題に対応する主体的な取組がうまれつつある。

• これまで市民活動団体や事業者はそれぞれの考えに基づき主体性のある有意
義な活動を展開しており、連携の必要性を認めつつも鎌倉市や他団体と連携
することにメリットを見いだすに至らず、連携して取り組む気運が高まりにくかった。

• しかしながら、「孤独・孤立対策」自体が幅広い課題設定であることから、「孤
独・孤立対策」の名の下に関係団体が連携して取組むことで、市民活動団体
や事業者、鎌倉市がそれぞれ目指している目標や利益の実現が見込みやすく
なるという状態、いわゆる「相利」となりやすいため、これまで連携しにくかった既
存の市民活動団体・事業者と連携するための新たな切り口となるのではと考え
た。

※漠然とした不安を持つ市民に対し、孤独・孤立の未然防止の観点から、本人の主体性と自己
有用感を高め、多様性を認める寛容さや対話による相互理解・合意形成の力を育て、将来展望
や地域との新たな繋がりの獲得のきっかけをつくる研修プログラム
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自治体を主とし、外部支援団体と新たに作り出す連携、取組みにより

住民に対してどのような新しい価値を提供できるかをイメージ図で記載

２．各自治体における取組概要｜鳥取市（２／４）

５．連携プラットフォームのイメージ図
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８.孤独・孤立対策を公表した際の反響

• 以下の媒体にて「つながりサポーター」に関する報道がなされた。
✓NHK（鳥取放送局、広島放送局、中国５県放送）
✓読売新聞、日本海新聞
✓いなばぴょんぴょんネット（CATV）

• サポーター研修やシンポジウムでアンケートを実施し、住民からFB

【C.試行的事業一覧】

２．各自治体における取組概要｜鳥取市（３／４）

７.次年度以降に向けた事業等の案
※PDCAサイクルに照らして次年度以降に取り組んでいく事業イメージ（あれば）を例挙

• つながりサポーター養成研修後、一定期間経過後に更新研修を実施、サポーターの活動をフォローアップする。
• 新規のつながりサポーター養成研修を実施する。
• シンポジウムでの住民の反応・フィードバックを基に、孤独孤立問題の認知拡大・意識向上施策を検討する。

（R5年度も予算確保に向け調整中）
• R5.2 人権条例改正(「事業者の役割」を追加) → R5年度 人権施策基本方針改定(「孤独・孤立問題と」を追加)

6．本年度に取り組む試行的事業の概要

試行的事業の
ポイント・工夫

○地域住民、民間事業者発意の取り組みが生まれる地域づくりに向けて、孤独孤立問題の住

民への認知拡大及びPF参画メンバーへの意識の向上を図る

事業名称 事業内容 目的／期待効果・KPI 実施時期 発注先（予算）

1
住民向けシン
ポジウム

• 広く住民向けとPFの各団体・企業のメンバーに対して、孤独・孤立問題の
認識向上、及び各団体企業がどのように孤独孤立問題に関わるか理解促
進を図るためのシンポジウムを実施。

• 孤独孤立の現場の話と行政としての取組の説明の大きく２つ。
• シンポジウムのプログラムは、①市長の挨拶・講演（15分程度）、②（一

社）生活困窮者自立支援全国ネットワーク奥田代表理事の講演（30
分程度）、③村木参与の講演（30分程度）、④パネルディスカッション
（45分程度）。

• 参加者にアンケートなど何らかの住民のフィードバックをもらった。各地区の
地域包括ケアシステム推進連絡会にて内容を報告。

• 住民やPFへの参加メンバーに孤独孤立の問題を認識
してもらう。その上で、イベントをメディアで周知すること
で、住民に孤独・孤立問題の認識を持ってもらう。

• 認識が浸透することで、地域住民、民間事業者、関
係支援団体（社会福祉協議会、子ども食堂等）発
意の取り組みが生まれる素地ができる。

✓ 2/13 シンポジウム

• 12月：イベント設計
• 1月：イベント周知
• 2月13日：イベント実施
• 2月：アンケート集計・分

析）

m＆ｍ co
（約450万円）

成果検証結果 ➢シンポジウムの参加者数：約300
名

➢孤独孤立問題の住民認識・理解状
況（満足88％／興味がわいた
72％）

➢地区の人権教育推進協議会から依
頼を受け、人権講演会にて講演

2
つながりサポー
ター養成研修

• 孤独孤立の住民の見守りを行うサポーターである「つながりサポーター」の養
成に当たって、研修を行った。研修内容を撮影し、サポーターへの加入を促
すためのPR動画を作成した。（動画自体の全体構成は、①社会な孤独
孤立に関する状況、②孤独孤立に関する政府の動き、③孤独孤立に関
する鳥取市の取組、④シンポジウムの紹介。）

• 市販のテキストを購入してサポーターに配布した（サポーター研修の講師で
ある奥田代表と原田先生の著書）。

• 研修受講者には、サポーターの自覚を促すとともに、地域でのサポーターの
認知を促すための、バッジとサポーター研修修了証を作成、研修会後に各
サポーターに配布した。

• 各地区の地域包括ケアシステム推進連絡会にて内容を報告。

• 共通のテキストベースの知識インプットにより孤独孤立
に関するつながりサポーターの理解、意識向上を図る。
また、修了証により、意識向上を図る。

• サポーター研修の様子等を撮影し、活動内容や孤独
孤立に関するPR動画を作成することにより、サポーター
の裾野を広げる。

✓ 12/4：研修会を実施

• 12/4：イベント実施
• 12月：振り返り

m＆ｍ co
（約120万円）

成果検証結果 ➢ つながりサポーターの数：50名
（養成研修参加者数）
➢研修動画の活用回数、視聴者

数：約300名（シンポジウムでの視
聴者数）




